
証券コード 6295
2021年３月８日

　

株 主 各 位
岐 阜 県 岐 阜 市 中 洲 町 18 番 地

取締役社長 山 本 浩 司
　

第57期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第57期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。
なお、新型コロナウイルス感染症に対する株主の皆様の安全確保のために、当日の

ご出席は極力お控えいただき、書面により議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。

書面による議決権行使にあたっては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検
討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2021年３月25日(木曜日)午後５時30分までに到着するよう、ご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬 具
　

記

1. 日 時 2021年３月26日(金曜日)午前10時

2. 場 所 岐阜県岐阜市長良648
岐阜グランドホテル 本館２階 孔雀の間

〔末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。〕

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第57期(2020年１月１日から2020年12月31日まで)事業報告
および計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。

◎ 株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正が生じた場合、新型コロ
ナウイルス感染症の流行状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場
合は、 インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.fujihensokuki.co.jp/)に
掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告

（2020年１月１日から
2020年12月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過および成果

当期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため各種活動

自粛の長期化により国内外の経済活動が停滞し、企業収益の減少や個人消費が急

激に落ち込むなど、極めて厳しい状況で推移いたしました。

このような環境のもと、当社におきましては、マーケティングに基づく当社の

強みや技術を活かした製品開発と生産体制の最適化を行い、いかなる事業環境の

変化にも対応すべく原価低減活動と生産性の向上に努めてまいりました。

減速機関連事業では、当社の保有技術を活かした個別製品等において、提案営

業強化を図り新規顧客展開に注力するとともに、生産体制の改善等による収益獲

得に努めてまいりました。

駐車場装置関連事業では、新規開拓に取り組むとともに、既設物件に対する計

画的な改修提案や付加価値提案を推進し、製造・施工コストの管理体制強化を進

めることにより、受注・収益の獲得に努めてまいりました。

室内外装品関連事業では、生産・品質管理体制の強化を図り、収益改善に努め

てまいりました。

この結果、当期の売上高は6,238百万円(前期比17.2％減)、営業利益は343百万

円(前期比35.0％減)、経常利益は359百万円(前期比34.5％減)、当期純利益は168

百万円(前期比54.1％減)となりました。

なお、セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。
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［減速機関連事業］

無人搬送台車駆動用減速機など、当社得意の個別減速機が比較的堅調に推移い

たしましたが、全体では工作機械市況の低迷に加え、新型コロナウイルス感染症

による営業活動自粛などにより、売上高は3,322百万円(前期比7.3％減)となりま

した。営業利益につきましては、継続的な原価低減活動等に取り組みましたが、

売上高の減少等により148百万円(前期比14.8％減)となりました。

［駐車場装置関連事業］

昨年度の大型物件の反動に加え、新型コロナウイルス感染症による新規工事の

繰延べにより、売上高は2,701百万円(前期比26.7％減)となりました。営業利益に

つきましては、製造・施工コストの管理体制強化など継続的な原価低減活動に努

めましたが、売上高の減少等により、225百万円(前期比40.0％減)となりました。

［室内外装品関連事業］

品質管理の徹底と生産性向上に取り組み、受注獲得に努めましたが、新型コロ

ナウイルス感染症による繰延べなどもあり、売上高は213百万円(前期比16.6％減)

となりました。営業損益につきましても、継続的な原価低減に取り組むものの、

売上高の減少により30百万円の損失(前期は22百万円の損失)となりました。

会社のセグメント別売上高
　

区 分 主 要 製 品

第 56 期
(2019年12月期)

第 57 期
(2020年12月期) 増減率

金 額 構成比 金 額 構成比

減 速 機 関 連 事 業

定番減速機(ギヤードモータ)
個別減速機
シャッタ用駆動装置
ジェットセイバー
(消防用非常装置)

千円 ％ 千円 ％ ％

3,585,992 47.6 3,322,783 53.3 △7.3

駐車場装置関連事業

パズルタワー
スーパーパズルGS、LB
パズルタワーミニ10
パズルタワーエコ軽
ぺアパーク

3,688,272 49.0 2,701,985 43.3 △26.7

室内外装品関連事業
可動間仕切
(スライディングドア)
パネルルーバー

256,491 3.4 213,921 3.4 △16.6

合 計 7,530,756 100.0 6,238,690 100.0 △17.2
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(2) 設備投資の状況

当期において実施いたしました設備投資の総額は257百万円で、その主なものは

次のとおりであります。

マシニングセンタ（駐車場装置部品加工機械装置） 35百万円

ＮＣ歯切盤（減速機部品加工機械装置） 31百万円

マシニングセンタ（減速機部品加工機械装置） 30百万円

　

(3) 資金調達の状況

当期において、特記すべき事項はありません。

　

(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済の見通しは、新型コロナウイルスの終息が見通せないなか、

各種政策の効果により景気の回復が期待されますが、米中貿易摩擦や労働人口の

減少、ＡＩ・ＩoＴ等情報インフラの急速な進歩に伴う産業への影響など、経営環

境の変化が続くものと思われます。

このような環境のもと、当社におきましては、中核技術である動力伝導技術に中

期的な対策と資源を集中するとともに、新規顧客開拓や生産体制の最適化に注力

し、いかなる事業環境の変化にも対応できるよう努めてまいります。

減速機関連事業では、当社の保有技術を活かした製品の差別化戦略により物

流・工場自動化設備等の成長分野においてシェア拡大を図るとともに、生産体制

の最適化、更なる品質向上に取り組み、収益力の強化に努めてまいります。

駐車場装置関連事業では、業界トップレベルの入出庫スピードや省エネ性、耐

震性を誇る当社の「くし歯技術」を活かした付加価値開発を行い、積極的な提案

活動を展開するとともに、既設物件に対する改造改修提案を推進し顧客満足度の

向上に努めてまいります。また、原価管理および施工管理体制の強化により収益

改善に努めてまいります。

室内外装品関連事業においては、売上高の確保ならびに品質管理体制の強化と

生産性の向上および原価低減を図ることにより、利益確保に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお

願い申しあげます。
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(5) 財産および損益の状況の推移
　

区 分
第 54 期

(2017年12月期)
第 55 期

(2018年12月期)
第 56 期

(2019年12月期)
第 57 期

(2020年12月期)

売 上 高(千円) 6,621,945 6,114,466 7,530,756 6,238,690

経 常 利 益(千円) 376,822 357,272 549,548 359,703

当 期 純 利 益(千円) 245,807 240,705 367,807 168,743

１株当たり当期純利益(円) 14.53 14.23 21.74 9.98

総 資 産(千円) 11,328,727 11,332,091 11,740,811 11,475,043

純 資 産(千円) 9,688,361 9,677,494 9,958,938 10,059,111

１株当たり純資産額(円) 572.75 572.11 588.76 594.68

(6) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係
　

会 社 名 資 本 金 当社への議決権比率 主要な事業内容

立川ブラインド工業
株 式 会 社

千円 ％
ブラインド、間仕切、
カーテンレール等の製造、販売

4,475,000 55.56

(人的・資本的関係)

当社の親会社である立川ブラインド工業株式会社は、当社の議決権の55.56%

を所有しております。また、当社は親会社から役員の派遣を受けております。

(取引関係)

当社は製造した一部減速機を電動ブラインドの部品として、また、可動間仕

切等を親会社へ販売しております。

当社は親会社との取引に関して、市場実勢価格等を勘案して、取引条件等を

決定しておりますので妥当性はあると考えております。また、当社取締役会を

中心とした当社独自の決定を行っており、意思決定手続の正当性については問

題ないものと考えております。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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(7) 主要な事業内容 (2020年12月31日現在)

当社は、各種産業機械、電動シャッタ駆動装置等の変減速機を製造、販売して

おり、また関連技術を応用した機械式立体駐車装置の設計、施工ならびに製造、

販売を行っております。さらにその他事業として可動間仕切等の製造、販売を行

っております。

　

(8) 主要な事業所および工場 (2020年12月31日現在)
　

名 称 所 在 地

本 社 岐阜県岐阜市中洲町18

東 京 支 店 東京都新宿区西新宿４－15－３

美 濃 工 場 岐阜県美濃市極楽寺963－１

テ ク ノ パ ー ク 工 場 岐阜県美濃市楓台７

　

(9) 従業員の状況 (2020年12月31日現在)
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

220名(32名) ５名増 39.6歳 14.2年
　

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。

2. 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(10) 主要な借入先 (2020年12月31日現在)

該当事項はありません。

　

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

当期において、特記すべき事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項 (2020年12月31日現在)

(1) 株式に関する事項

① 発行可能株式総数 44,000,000株

② 発行済株式の総数 17,955,000株

③ 株 主 数 1,507名

④ 大 株 主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

立 川 ブ ラ イ ン ド 工 業 株 式 会 社 9,393,216 55.53

富 士 変 速 機 取 引 先 持 株 会 1,779,500 10.52

株 式 会 社 愛 知 銀 行 526,500 3.11

株 式 会 社 十 六 銀 行 454,800 2.68

岐 阜 信 用 金 庫 437,700 2.58

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 377,100 2.22

富 士 変 速 機 従 持 会 231,850 1.37

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 171,000 1.01

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 152,700 0.90

岐 阜 商 工 信 用 組 合 141,500 0.83
　

(注) 当社は自己株式1,039,944株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

(2) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

　

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等 (2020年12月31日現在)

　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

山 本 浩 司

常 務 取 締 役 市 原 英 孝 営業本部長兼業務部長

取 締 役 蓮 井 隆 之 管理部長

取 締 役 山 田 昭 広
減速機技術部長兼品質保証部長
兼パーキング技術部管掌

取 締 役 佐 野 通 彦 製造本部長

取 締 役 前 田 弘 司 製造本部美濃工場長

取 締 役 佐 藤 宏 之
営業本部東京支店長
兼パーキング営業部長

取 締 役 山 岸 万 人
立川ブラインド工業株式会社
執行役員製造本部次長

取 締 役
(常勤監査等委員)

後 藤 吉 久

取 締 役
(監査等委員)

木 村 静 之
木村法律事務所所長
レシップホールディングス㈱社外取締役

取 締 役
(監査等委員)

中 丸 公 之

　

(注) 1. 当社は、後藤吉久氏、木村静之氏および中丸公之氏との間で会社法第427条第１項に基づく
責任限定契約を締結しております。当該契約により、各氏がその任務を怠ったことにより
当社に損失を与えた場合で、かつその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失のないとき
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、当社に対し責任を負うも
のとしております。

2. 当社は、取締役全員を被保険者とする、総支払限度額205百万円の役員等賠償責任保険契約
を保険会社との間で締結しております。なお、当該保険契約の保険料につきましては、会
社負担としております。故意または重過失に起因する損害賠償請求は当該保険契約により
填補されません。

3. 取締役（監査等委員）木村静之氏および中丸公之氏は、社外取締役であります。
4. 当社は、取締役（監査等委員）木村静之氏および中丸公之氏を、名古屋証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
5. 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役からの情報収集および重要な社内

会議における情報共有ならびに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とすべ
く、後藤吉久氏を常勤監査等委員として選定しております。

6. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
(1) 就 任

2020年３月25日開催の第56期定時株主総会において、山本浩司氏、前田弘司氏、佐藤宏
之氏および山岸万人氏は取締役（監査等委員を除く）に、後藤吉久氏は取締役（監査等
委員）に新たに選任され、就任いたしました。

(2) 退 任
2020年３月25日開催の第56期定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員を除
く）河嶋謙一氏、井本 明氏および中川有泰氏は、任期満了のため退任いたしました。
2020年３月25日開催の第56期定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員）今
村季嗣氏は任期満了のため退任いたしました。
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7. 当事業年度中に以下の取締役の地位・担当等の異動がありました。
　

氏 名 新 旧 異動年月日

市 原 英 孝
常 務 取 締 役
営 業 本 部 長
兼 業 務 部 長

常 務 取 締 役
営 業 本 部 長
兼 業 務 部 長
兼パーキング営業部長

2020 年 ３ 月 25 日

山 田 昭 広

取 締 役
減 速 機 技 術 部 長
兼 品 質 保 証 部 長
兼パーキング技術部管掌

取 締 役
減 速 機 技 術 部 長
兼パーキング技術部管掌

2020 年 ３ 月 25 日

佐 野 通 彦
取 締 役
製 造 本 部 長

取 締 役
製 造 本 部 長
兼 美 濃 工 場 長

2020 年 ３ 月 25 日

(2) 取締役の報酬等の額
　

区 分 人 員 報酬等の額

取 締 役
（監査等委員を除く）

11名 56,570千円

取 締 役
（監 査 等 委 員）

４名 15,720千円

　

(注) 1. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含ま

れておりません。

2. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年３月18日開催の第52期定時株主総会

において年額１億1,000万円以内（使用人兼務取締役の使用人分の給与を含まない。）と決

議いただいております。

3. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年３月18日開催の第52期定時株主総会におい

て年額2,500万円以内と決議いただいております。

4. 報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額12,350千円(取締役（監査等委

員を除く）9,350千円、取締役（監査等委員）3,000千円)が含まれております。

5. 報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額8,190千円(取締役（監査

等委員を除く）7,470千円、取締役（監査等委員）720千円)が含まれております。

　

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係 (2020年12月31日現在)
　

区 分 氏 名 他の法人等の兼職状況
社外取締役の兼職先
と当社との間におけ

る特別な関係

取 締 役
(監査等委員)

木 村 静 之
木村法律事務所所長
レシップホールディングス㈱社外取締役

該当ありません

― 9 ―

2021年02月19日 17時00分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



② 社外役員の当事業年度における主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員)

木 村 静 之

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、ま
た、監査等委員会14回の全てに出席し、客観的な立場
から監査・監督を行い、議案審議に必要な発言を適宜
行っております。

取 締 役
(監査等委員)

中 丸 公 之

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、ま
た、監査等委員会14回の全てに出席し、客観的な立場
から監査・監督を行い、議案審議に必要な発言を適宜
行っております。

③ 社外役員の報酬等の額
　

人 員 報酬等の額
親会社または当該親会社の
子会社からの役員報酬等

社外役員の報酬等の額 ２名 6,240千円 該当ありません

　

5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 15,100千円

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,400千円
　

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記

①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 会計監査人の報酬等の額について、監査等委員会が同意した理由は、会計監査人との

監査契約の内容に照らして、監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況（従前の事業

年度における職務遂行状況を含む）および報酬見積りの算出根拠の妥当性などを総合

的に検討した結果、当該報酬等の額は相当であると判断したためであります。

(3) 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務で

ある、親会社会計監査人からの指示書に基づく業務についての対価を支払ってお

ります。
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(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨および

解任の理由を解任後最初に招集される株主総会において報告いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査

の適正性および信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計

監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　

6. 業務の適正を確保するための体制
当社は、取締役会において、会社法および会社法施行規則に基づき、業務の適

正を確保するための体制整備に向けた基本方針を次のとおり決議しております。

(2006年５月19日初回決議、2016年３月18日改訂決議)

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

① 当社は、監査等委員会設置会社として、取締役会の監督および監査等委員会

の監査等を通じ、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役は、取締役会

の決議に基づき、職務を遂行する。

② 当社は、事業活動を行うにあたり、法令および定款、社内規則ならびに企業

倫理の遵守をコンプライアンスの基礎とし、「企業行動憲章」「倫理行動指針」

「行動規範」を制定し、全社に周知徹底を図るとともに、研修等を通じて教育

を行う。

③ 当社は、社会の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える勢力または団

体等とは取引関係その他一切の関係を持たず、反社会的勢力から不当な要求

等を受けた場合には、毅然とした姿勢で組織的に対応し、反社会的勢力によ

る被害の防止に努める。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等に従い、文書または

電磁的媒体に記録し、適切に保存管理を行う。取締役は、これらの文書を常時閲

覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社の事業等のリスクについては、その現実化を未然に防止するため、各部

門が所管業務に内在するリスクを管理、分析し、適切な対策を講じるととも

に周知徹底を図り、危機管理に関する体制の整備に努める。

② リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、取締役は直ち

に監査等委員会および取締役会に報告するものとする。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、会社の重要事項の決定に資するため、社長を議長とし、役付取締役

等で構成される常務会を設置し、審議するほか、必要に応じて会議体を設け

る。

② 取締役会は、全社的な経営目標を策定し、各担当取締役は、この目標達成に

向けた具体的な施策を立案、実行する。また、目標管理の徹底と経営効率を

高めるため、取締役会および常務会においてその進捗管理を行う。

(5) 当社および親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社および親会社それぞれが、各部門の業務執行の適正を確保する責任と権

限を有し、法令遵守と危機管理体制の確立、ならびに効率的な職務執行を行

う。

② 定期的な親会社による監査を受け、必要に応じ改善策の実施のための助言、

支援を受ける。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人を置くことを求めた場合

における当該使用人に関する事項

監査等委員会は、内部監査部門等のスタッフに監査業務に必要な事項を指示す

ることができるものとする。

(7) 上記(6)の取締役および使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）からの独立性に関する事項および監査等委員会の当該取締役および使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助する取締役および使用人は、その期間中、指示に関

して、当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けな

いものとし、当該取締役および使用人に対する指示の実効性を確保する。

(8) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が監査等委員会に報告

をするための体制その他監査等委員会への報告に関する体制

① 監査等委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するため、

常務会などの重要な会議に監査等委員会が選定する監査等委員を出席させ、

必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）または従業員から報

告を受けることとする。

② 取締役および従業員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、法令

や定款に違反する事実、内部監査状況等に関し、監査等委員会に直接報告で

きるものとする。

(9) 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱

いを受けないことを確保するための体制

① 当社は、上記(8)の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な

取り扱いを受けないことを確保する。

② 当社は、内部通報制度である「コンプライアンス・ヘルプライン」を設け、

法令違反等を早期に発見する体制を整備するとともに、監査等委員会および

内部監査部門等が連携し、内部通報者に不利益が生じないことを確保する。
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(10) 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）

について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について

生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員が、その職務の執行について生じる費用の前払または償還

等を請求したときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場

合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員会は、常務会などの重要な会議に監査等委員会が選定する監査等

委員を出席させ、経営の適法性等を監査する。

② 当社は、監査等委員会に対し、社長との監査上の重要事項等に関する定期的

な意見交換機会や、会計監査人・顧問弁護士との連携機会を確保するなど、

監査等委員会による監査が実効的に行われるための体制を確保する。

(12) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性と適正性の確保および金融商品取引法に基づく内部

統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、財務報告に係る内部統制を構築し、そ

の体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、必要な是正を行う。

7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　 当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は、以下のとおりであります。

(1) 内部統制システム全般

当社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監査室がモニタリング

し、改善を進めております。

(2) コンプライアンス

当社は、「倫理コンプライアンス・カード」を全役員および全従業員に配布し、

法令および定款を遵守するための取組みを行っております。

また、当社は内部通報制度である「コンプライアンス・ヘルプライン」を設け、

コンプライアンスの実効性向上に努めております。

(3) リスク管理体制

内部統制委員会において、当社リスクのレビューを実施して全社的な情報共有

に努めているほか、内部統制委員会において、当該リスクの管理状況について報

告いたしております。

(4) 内部監査

監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施いたしており

ます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2020年12月31日現在)
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 7,765,937 流 動 負 債 1,045,985
現 金 及 び 預 金 4,490,179 支 払 手 形 369,566
受 取 手 形 600,522 買 掛 金 213,271
売 掛 金 970,288 工 事 未 払 金 108,618
完 成 工 事 未 収 入 金 559,421 リ ー ス 債 務 10,217
製 品 44,065 未 払 金 109,212
仕 掛 品 538,488 未 払 法 人 税 等 85,828
未 成 工 事 支 出 金 134,226 未 払 消 費 税 等 35,050
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 392,684 未 払 費 用 5,206
前 渡 金 9,771 前 受 金 1,254
前 払 費 用 15,584 未 成 工 事 受 入 金 40,246
未 収 入 金 4,991 預 り 金 15,778
そ の 他 12,118 製 品 保 証 引 当 金 14,094
貸 倒 引 当 金 △6,405 賞 与 引 当 金 25,292

固 定 資 産 3,709,105 役 員 賞 与 引 当 金 12,350
有 形 固 定 資 産 2,911,942 固 定 負 債 369,946

建 物 641,413 リ ー ス 債 務 30,988
構 築 物 37,979 退 職 給 付 引 当 金 316,548
機 械 及 び 装 置 524,747 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 18,380
車 両 運 搬 具 174 長 期 預 り 保 証 金 4,028
工 具、 器 具 及 び 備 品 65,072 負 債 合 計 1,415,932
土 地 1,604,963 ( 純 資 産 の 部 )
リ ー ス 資 産 37,590 株 主 資 本 10,088,301

無 形 固 定 資 産 53,507 資 本 金 2,507,500
ソ フ ト ウ エ ア 51,644 資 本 剰 余 金 3,896,954
電 話 加 入 権 1,863 資 本 準 備 金 3,896,950

投資その他の資産 743,655 そ の 他 資 本 剰 余 金 4
投 資 有 価 証 券 288,394 利 益 剰 余 金 3,881,870
出 資 金 3,320 利 益 準 備 金 244,337
長 期 前 払 費 用 530 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,637,532
前 払 年 金 費 用 211,620 別 途 積 立 金 2,450,000
繰 延 税 金 資 産 83,394 繰 越 利 益 剰 余 金 1,187,532
差 入 保 証 金 1,827 自 己 株 式 △198,023
保 険 積 立 金 147,000 評価・換算差額等 △29,190
そ の 他 7,568 その他有価証券評価差額金 △29,190

純 資 産 合 計 10,059,111
資 産 合 計 11,475,043 負債及び純資産合計 11,475,043
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損 益 計 算 書

（2020年１月１日から
2020年12月31日まで） （単位：千円）

　

科 目 金 額

売 上 高 6,238,690

売 上 原 価 5,057,197

売 上 総 利 益 1,181,492

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 838,485

営 業 利 益 343,007

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,826

そ の 他 11,600 22,427

営 業 外 費 用

売 上 割 引 5,255

そ の 他 475 5,730

経 常 利 益 359,703

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,149 1,149

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 583

投 資 有 価 証 券 評 価 損 113,918 114,501

税 引 前 当 期 純 利 益 246,351

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 70,466

法 人 税 等 調 整 額 7,141 77,608

当 期 純 利 益 168,743
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株主資本等変動計算書

（2020年１月１日から
2020年12月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2020 年 １ 月 １ 日 残 高 2,507,500 3,896,950 4 3,896,954

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

2020 年 12 月 31 日 残 高 2,507,500 3,896,950 4 3,896,954

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

2020 年 １ 月 １ 日 残 高 244,337 2,450,000 1,120,279 3,814,617 △197,992 10,021,079

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △101,490 △101,490 ― △101,490

当 期 純 利 益 ― ― 168,743 168,743 ― 168,743

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △30 △30

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― 67,252 67,252 △30 67,222

2020 年 12 月 31 日 残 高 244,337 2,450,000 1,187,532 3,881,870 △198,023 10,088,301

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

2020 年 １ 月 １ 日 残 高 △62,141 △62,141 9,958,938

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △101,490

当 期 純 利 益 ― ― 168,743

自 己 株 式 の 取 得 ― ― △30

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

32,951 32,951 32,951

事業年度中の変動額合計 32,951 32,951 100,173

2020 年 12 月 31 日 残 高 △29,190 △29,190 10,059,111

― 16 ―

2021年02月19日 17時00分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



個 別 注 記 表
　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの …………………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定)

　 時価のないもの………………………… 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 通常の販売目的で保有するたな卸資産
　 評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

製品、原材料、仕掛品……………………総平均法

未 成 工 事 支 出 金……………………個別法

貯 蔵 品……………………最終仕入原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……………………定率法
ただし、建物(附属設備は除く)並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法
また、2007年３月31日以前に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５
年間で均等償却する方法によっております。

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……………………定額法
なお、自社利用ソフトウエアについては社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づく定額法

リ ー ス 資 産……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法

(4) 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に財務内容を評価し、回収不能見
込額を計上しております。

製 品 保 証 引 当 金……………………製品保証に伴う費用の支出に備えるため、過去の実
績率に基づいて算出した見積額および特定の製品に
対する個別に算出した発生見込額を計上しておりま
す。

賞 与 引 当 金……………………従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に
より計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金……………………役員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準によ

り計上しております。
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退 職 給 付 引 当 金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理

方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により翌期から処理しております。

役員退職慰労引当金……………………役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完 成 工 事 高 及 び

完成工事原価の計上基準

……………………完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ております。

(6) 消 費 税 等 の 会 計 処 理……………………税抜方式を採用しております。

(表示方法の変更)

前事業年度において「流動資産」の「未収入金」に含めていた、営業活動によるファクタリング債権

（当事業年度 372,592千円）は、営業活動の債権をより明確にするため、当事業年度より「流動資産」

の「売掛金」に含めて表示しております。
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(貸借対照表に関する注記)

(1) 関係会社に対する金銭債権及び債務

　 短期金銭債権 106,964千円

　 短期金銭債務 578千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,699,430千円

　

(損益計算書に関する注記)

　 関係会社との取引高

　 売 上 高 220,120千円

　 販売費及び一般管理費 24,179千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の総数
　

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式(株) 17,955,000 ― ― 17,955,000

(2) 当事業年度の末日における自己株式の総数

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式(株) 1,039,844 100 ― 1,039,944

(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基 準 日 効力発生日

2020年３月25日
定時株主総会

普通株式 50,745 3.00 2019年12月31日 2020年３月26日

2020年７月28日
取締役会

普通株式 50,745 3.00 2020年６月30日 2020年９月11日

(4) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　 2021年３月26日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2021年３月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,745 3.00 2020年12月31日 2021年３月29日
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 退職給付引当金 94,711千円

　 その他有価証券評価差額 12,462千円

　 未払事業税 9,180千円

　 賞与引当金 7,567千円

　 たな卸資産評価損 6,115千円

　 役員退職慰労引当金 5,499千円

　 減損損失累計額 4,231千円

　 製品保証引当金 4,217千円

　 ゴルフ会員権評価損 2,882千円

　 その他 6,957千円

　 繰延税金資産小計 153,825千円

　 評価性引当額 △7,113千円

　 繰延税金資産合計 146,711千円

　 繰延税金負債

　 前払年金費用 △63,316千円

　 繰延税金負債合計 △63,316千円

　 繰延税金資産の純額 83,394千円

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については原則として自

己資金で賄う方針であります。
　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形および売掛金、完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しては、当社の得意先信用管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残

高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、投資先の信用リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されておりま

すが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状

態を把握し、減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である支払手形、買掛金、未払金および工事未払金ならびに未払法人税等は、ほとんど

が１年以内の支払期日であります。また、支払期日に支払いを実施できなくなる流動性リスクが存

在しますが、資金繰等を考慮し、適切な資金管理を行うことでこれを回避しております。
　
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
　
2. 金融商品の時価等に関する事項

2020年12月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

((注２)参照)。
(単位：千円)

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 4,490,179 4,490,179 ―

(2) 受取手形 600,522 600,522 ―

(3) 売掛金 970,288 970,288 ―

(4) 完成工事未収入金 559,421 559,421 ―

(5) 投資有価証券 ―

その他有価証券 268,361 268,361 ―

資産 計 6,888,774 6,888,774 ―

(1) 支払手形 369,566 369,566 ―

(2) 買掛金 213,271 213,271 ―

(3) 工事未払金 108,618 108,618 ―

(4) 未払金 109,212 109,212 ―

(5) 未払法人税等 85,828 85,828 ―

負債 計 886,496 886,496 ―

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金、(4) 完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5) 投資有価証券

すべて株式であり、これらの時価については、取引所の価格によっております。
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負債

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 工事未払金、(4)未払金、(5) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
　

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区 分 貸借対照表計上額

非上場株式 20,033

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものである

ため、「資産(5) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

(注３)金銭債権の決算日後の償還予定額
(単位：千円)

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５ 年 超

(1) 現金及び預金 4,490,179 ― ―

(2) 受取手形 600,522 ― ―

(3) 売掛金 970,288 ― ―

(4) 完成工事未収入金 559,421 ― ―

合 計 6,620,412 ― ―

(賃貸等不動産に関する注記)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

(関連当事者との取引に関する注記)

1. 関連当事者との取引

親会社及び法人主要株主等
　

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
立川ブラインド
工業株式会社

(被所有)
直接 55.56
間接 0.00

製品の販売等

減速機、可動間
仕切等の販売

219,442
受 取 手 形
及び売掛金

106,591

保 守 点 検
工事の請負

678
受取手形及び
完 成 工 事
未 収 入 金

372

取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 製品の販売価格は、総原価及び競合品の価格等を総合的に勘案し、決定しております。な
お、決済条件は手形であります。

2. 保守点検価格は各物件毎の仕様に基づき、保守点検原価をもとに、価格交渉の上、決定し
ております。なお、決済条件は手形であります。

3. 工事の請負金額は、各物件ごとに仕様に基づき積算された見積原価をもとに、折衝の上、
決定しております。なお、決済条件は現金および手形であります。

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含ま
れております。

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

　 立川ブラインド工業株式会社(東京証券取引所に上場)
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(１株当たり情報に関する注記)

(1) １株当たり純資産額 594円68銭

(2) １株当たり当期純利益 9円98銭

　

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

　

(その他の注記)

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

2021年２月３日

富士変速機株式会社

取締役会 御中

有 限 責 任 あずさ監査法人

　 名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 ヶ 谷 正 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 藤 繁 紀 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、富士変速機株式会社の2020年１月

１日から2020年12月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第57期事業年度における取締役
の職務の執行について監査致しました。その方法及び結果について以下のとおり報告致します。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連
携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同
号ロの判断及びその理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関
する品質管理基準」(2005年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について
検討致しました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利
益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについて
の取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年２月３日
富士変速機株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 後 藤 吉 久 ㊞
監査等委員 木 村 静 之 ㊞
監査等委員 中 丸 公 之 ㊞

(注) 監査等委員 木村静之、中丸公之の２名は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

　
以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の重要な政策と位置づけ、

経営体質の強化と今後の事業展開を踏まえた内部留保等を総合的に勘案し、安

定した配当を継続することを基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、この基本方針に基づき、１株につき３円と

させて頂きたいと存じます。これにより、既にお支払いしております中間配当

金(１株につき３円)を加えました年間の配当金は、１株につき合計６円となり

ます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金 ３円 総額 50,745,168円

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日

2021年３月29日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

本株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）全

員（８名）は、任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）８名の選任をお願いするものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。
　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１
山
や ま も と

本 浩 司
ひ ろ し

(1956年９月10日生)

2004年10月 立川ブラインド工業株式会社滋賀工場

長代行

600株

2005年３月 当社監査役

2009年11月 立川ブラインド工業株式会社新潟工場

長

2011年３月 同社取締役新潟工場長

2012年３月 同社取締役製造本部長

2013年２月 同社取締役製造本部長兼技術本部長

2015年８月 同社取締役技術本部長兼製造本部管掌

2017年３月 立川機工株式会社常務取締役

2019年４月 同社代表取締役社長

2020年３月 当社代表取締役社長、現在に至る

２
市
い ち は ら

原 英 孝
ひ で ゆ き

(1964年５月26日生)

2005年２月 当社減速機営業部次長兼営業課長

8,000株

2005年８月 当社減速機事業部本社営業部次長兼営

業課長

2007年10月 当社減速機事業部東日本営業部長代行

2010年１月 当社減速機事業部営業部長

2013年３月 当社取締役減速機事業部営業部長

2014年７月 当社取締役営業本部長兼減速機営業部

長

2016年７月 当社取締役営業本部長

2017年３月 当社取締役営業本部長兼業務部長

2019年１月 当社取締役営業本部長兼業務部長兼パ

ーキング営業部長

2019年11月 当社常務取締役営業本部長兼業務部長

兼パーキング営業部長

2020年３月 当社常務取締役営業本部長兼業務部

長、現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

３
蓮
は す い

井 隆 之
た か ゆ き

(1960年２月15日生)

1999年４月 立川ブラインド工業株式会社経営企画

室企画課長

1,800株

2005年６月 同社管理本部総務部法務株式課長

2011年１月 同社管理本部総務部長

2012年３月 当社監査役

2015年８月 立川ブラインド工業株式会社監査室長

2016年３月 当社取締役（非常勤）

2016年７月 立川ブラインド工業株式会社総務部長

2017年３月 同社取締役管理本部長

2019年１月 同社取締役情報システム部長

2019年３月 当社取締役管理部長、現在に至る

４
山
や ま だ

田 昭 広
あ き ひ ろ

(1962年７月11日生)

2007年３月 当社技術部減速機技術課長兼商品企画

課長

9,400株

2008年５月 当社技術部次長兼商品企画課長

2010年１月 当社減速機事業部技術部長兼開発課長

2013年３月 当社技術開発統括部減速機開発部長

2014年１月 当社パーキング事業部技術部長

2014年７月 当社技術部長

2015年３月 当社取締役技術部長

2017年３月 当社取締役パーキング技術部長兼減速

機技術部管掌

2018年８月 当社取締役減速機技術部長兼パーキン

グ技術部管掌

2020年３月 当社取締役減速機技術部長兼品質保証

部長兼パーキング技術部管掌、現在に

至る

５
佐
さ の

野 通 彦
み ち ひ こ

(1969年３月29日生)

2012年４月 当社減速機事業部営業技術部設計一課

長

5,000株

2014年１月 当社減速機事業部技術部技術課長

2014年７月 当社技術部減速機技術課長

2015年７月 当社製造本部美濃工場長代行

2016年４月 当社製造本部美濃工場長

2018年３月 当社取締役製造本部長兼美濃工場長

2020年３月 当社取締役製造本部長、現在に至る

６
前
ま え だ

田 弘 司
ひ ろ し

(1963年10月15日生)

2015年12月 立川ブラインド工業株式会社購買部長

代行

100株

2017年２月 同社新潟工場長

2019年３月 同社取締役製造本部長兼製造管理部長

2019年７月 滋賀立川布帛工業株式会社工場長

2020年３月 当社取締役製造本部美濃工場長、現在

に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

７
佐
さ と う

藤 宏 之
ひ ろ ゆ き

(1967年10月４日生)

2002年７月 当社パーキング工事部工事管理課長

1,000株

2005年５月 当社パーキング事業部営業部本社営業

課長

2013年１月 当社パーキング事業部営業開発部東日

本営業課長

2014年７月 当社営業本部東京支店パーキング東京

営業部長

2016年７月 当社営業本部東京支店長

2020年３月 当社取締役営業本部東京支店長兼パー

キング営業部長、現在に至る

８

※

江 波
え ば と

戸 武 信
た け の ぶ

(1969年12月１日生)

2012年３月 立川ブラインド工業株式会社技術管理

部知的財産課長
0株

2014年７月 同社技術本部技術管理部長

2020年９月 同社技術本部長代行、現在に至る
　

(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、当該契約を継続し更

新する予定であります。なお、当該契約の内容の概要は、事業報告８頁に記載のとおりで
あり、各候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

３．※印は、新任の候補者であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図
<会場> 岐阜グランドホテル 本館２階 孔雀の間
　 岐阜県岐阜市長良648 TEL:(058)233-1111

会場周辺のご案内

会場へのご案内

交通機関をご利用の場合 バスご利用の場合
●名鉄岐阜駅・ＪＲ岐阜駅より約20分

加野団地線、三輪釈迦行き又は岩
井山かさ神行き
………うかいミュージアム前下車

＜お知らせ＞

新型コロナウイルス感染防止のた
め、ＪＲ岐阜駅から会場への送迎対
応は中止とさせていただきます。
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